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■改正の理由

・国では、共済年金導入以前に国家公務員を退職した者について、恩給法に基づき恩給、扶助料等を支給している。一方、本府でも同じく共済年金導入以前に大阪府職員を退職した者について、標記条例に基づき、退隠料（※１）、遺族扶助料（※２）等を支給している。

・現在、恩給又は扶助料の受給者と同様に、退隠料又は遺族扶助料の受給者が『三年以下の懲役又は禁錮の刑』に処せられた場合の支給の取扱いは、以下のとおりである。
①刑期について執行（実刑）の場合は支給停止
②刑期について執行猶予の場合は支給
・従来の刑法の規定では、刑期の全ての期間について「実刑」又は「執行猶予」となることを定めていたが、このたび、刑法が改正（平成25年６月29日公布、３年を超えない範囲内の政令で定める日から施行）され、「刑期の一部の執行（実刑）後、残りの刑期について執行猶予」が可能となる措置が規定され、恩給法においてこの措置に応じた支給の取扱いが規定された。　

・標記条例は、原則として恩給法の規定に準じた規定としており、このたびの恩給法の改正を受け、標記条例の改正を行うものである。
　

■改正の内容
・退隠料受給者が『三年以下の懲役又は禁錮の刑』に処せられた場合の退隠料の支給を停止しない要件を、①刑期の全ての期間について執行猶予　②刑期の一部の執行（実刑）後、残りの刑期の執行猶予　とする。（第25条の２関係）
・遺族扶助料受給者が『三年以下の懲役又は禁錮の刑』に処せられた場合の支給を停止しない要件についても、上記の退隠料と同じとする。（第33条関係）
・遺族扶助料受給者が上記の要件に合致した場合であっても、執行猶予が取り消されたときは、支給停止とする。（第33条関係）
■施行期日　規則で定める。
　　（理由）施行日が３年以内で政令で定める日として未定である恩給法の改正の施行と合わせて施行させる必要があると判断したため
■政策アセスメント・制度間調整
　・なし

　※１　退隠料　一定年数勤務して退職した者に対して支給する年金

　※２　遺族扶助料　退隠料受給者の遺族（退隠料受給者が亡くなられたときに同一の生計を営んでいた配偶者、未成年の子等）に対して支給する年金
